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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

提出会社の経営指標等 

 
(注) １  売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 従業員数は、就業人員数を記載しております。 

３ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移について

は、記載しておりません。 

４ 当社は持分法を適用した場合の投資利益について関連会社がないため、記載しておりません。 

５ 当社は潜在株式が存在しないため、潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額を記載しておりませ

ん。 

  

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第59期

第３四半期 
累計期間

第60期
第３四半期 
累計期間

第59期
第３四半期 
会計期間

第60期 
第３四半期 
会計期間

第59期

会計期間

自  平成21年
     ４月１日
至  平成21年 
     12月31日

自  平成22年
    ４月１日 
至 平成22年 
  12月31日

自 平成21年
  10月１日 
至 平成21年 
  12月31日

自 平成22年 
  10月１日 
至 平成22年 
  12月31日

自 平成21年
  ４月１日 
至 平成22年 
  ３月31日

売上高 (千円) 984,352 826,604 337,747 222,471 1,594,016 

経常利益 (千円) 88,927 93,808 22,211 18,799 147,675 

四半期(当期)純利益 (千円) 40,669 44,358 12,769 9,680 74,803 

持分法を適用した場合の投
資利益 

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) ― ― 201,600 201,600 201,600 

発行済株式総数 (株) ― ― 4,032,000 4,032,000 4,032,000 

純資産額 (千円) ― ― 1,531,074 1,578,986 1,566,781 

総資産額 (千円) ― ― 3,114,562 2,700,687 2,941,587 

１株当たり純資産額 (円) ― ― 381.71 393.76 390.62 

１株当たり四半期(当期)純
利益金額 

(円) 10.14 11.06 3.18 2.41 18.65 

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ― ― 7.00 

自己資本比率 (％) ― ― 49.2 58.5 53.3 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △127,718 51,055 ― ― △20,610

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △7,248 16,976 ― ― △20,255

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 373,519 △95,050 ― ― 69,274 

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高 

(千円) ― ― 529,620 292,477 319,496 

従業員数 (名) ― ― 75 76 75 
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 当第３四半期会計期間において、当社が営んでいる事業の内容に、重要な変更はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

提出会社の状況 

 
(注) １ 従業員は就業人員であり、臨時従業員数は[ ]内に当第３四半期会計期間の平均人員を外数で記載しており

ます。 

２ 臨時従業員は、パートタイマーのみとし、嘱託契約の従業員及び季節工は含んでおりません。 

  

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

４ 【従業員の状況】

 平成22年12月31日現在

従業員数(名) 76[21] 
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第２ 【事業の状況】 

(1) 生産実績 

当第３四半期会計期間における生産実績をセグメント別に示すと、次のとおりであります。 

 
(注) １  金額は、販売価格によっております。 

２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 従来、火工品と玩具煙火に区分して記載しておりましたが、「セグメント情報等の開示」の会計基準適用に

伴い、玩具煙火は火工品と同類であるため、火工品事業に含めて記載しております。 

４ 賃貸事業は、生産実績がありませんので記載しておりません。 

  

(2) 受注実績 

当第３四半期会計期間における受注実績をセグメント別に示すと、次のとおりであります。 

 
(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 従来、火工品と玩具煙火に区分して記載しておりましたが、「セグメント情報等の開示」の会計基準適用に

伴い、玩具煙火は火工品と同類であるため、火工品事業に含めて記載しております。 

３ 賃貸事業は、受注実績がありませんので記載しておりません。 

  

(3) 販売実績 

当第３四半期会計期間における販売実績をセグメント別に示すと、次のとおりであります。 

 
(注) １ 従来、火工品と玩具煙火に区分して記載しておりましたが、「セグメント情報等の開示」の会計基準適用に

伴い、玩具煙火は火工品と同類であるため、火工品事業に含めて記載しております。 

２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

 
３  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

１ 【生産、受注及び販売の状況】

セグメントの名称 生産高(千円)

火工品事業 364,398 

合計 364,398 

セグメントの名称 受注高(千円) 受注残高(千円)

火工品事業 354,081 477,860 

合計 354,081 477,860 

セグメントの名称 販売高(千円)

火工品事業 193,417 

賃貸事業 29,053 

合計 222,471 

相手先

前第３四半期会計期間 当第３四半期会計期間

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

防衛省 222,929 66.0 86,059 38.7 

ダイセル化学工業（株） ― ― 37,030 16.6 

ミネベア（株） 39,387 11.7 34,297 15.4 
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当第３四半期会計期間において、事業等のリスクに重要な変更はありません。 

  

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等はありません。 

  

(1) 業績の概況 

当第３四半期会計期間におけるわが国経済は、新興国市場の需要拡大や国内の各種経済対策等を背景

に、企業業績等に一部改善の兆しが見られはじめたものの、不安定な世界経済による長引く円高やデフ

レの進行により、景気の先行きに不透明感が続いたまま予断を許さない状況で推移しました。 

このような環境の下、当第３四半期会計期間における当社の売上高は、防衛省を中心とする官公庁向

け火工品の大幅な受注減の影響が大きく、エアバック用点火薬等民間向火工品の売上増に全力で取組

み、前年同期の約３倍まで増加させたがカバー出来ず、前年同期と比べて大きな減収となりました。 

収益面においては、当第３四半期会計期間においても、第２四半期会計期間に続いて比較的粗利率の

高い火工品の出荷が実現したことにより、前年同期の利益には及ばないものの黒字になりました。 

この結果、当第３四半期会計期間の業績は、売上高222百万円（前年同四半期比34.1％減）、営業利

益21百万円（前年同四半期比13.2％減）、経常利益18百万円（前年同四半期比15.4％減）四半期純利益

９百万円（前年同四半期比24.2％減）となりました。 

セグメント別の業績を示すと、次のとおりであります。 

２ 【事業等のリスク】

３ 【経営上の重要な契約等】

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（火工品事業） 当第３四半期会計期間の火工品事業は、防衛省を主とする官公庁からの大幅な受

注減の中、民間向け火工品であるエアバック用点火薬や準官需のカートリッジ・

アクチェータ等の出荷によって、火工品売上高は193百万円（前年同四半期比

37.3％減）となり、セグメント利益は９百万円となりました。 

（賃貸事業） 当第３四半期会計期間における賃貸事業は、ほぼ前年同期と同じで、賃貸収入は

29百万円（前年同四半期比0.4％減）となり、セグメント利益は19百万円となりま

した。 
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(2) 財政状態の分析 

（資産） 

当第３四半期会計期間末の流動資産は984百万円となり、前年同四半期会計期間末と比べて342百万

円減少となりました。これは、現金及び預金が237百万円と売上債権が81百万円減少したことなどに

よります。 

 固定資産は1,716百万円となり前年同四半期会計期間末と比べ70百万円減少となりました。これ

は、保険積立金解約による28百万円と長期繰延資産27百万円減少したことなどによります。 

 この結果、総資産は2,700百万円となり、前年同四半期会計期間末に比べ413百万円減少になりまし

た。 

（負債） 

当第３四半期会計期間末の流動負債は653百万円となり、前年同四半期会計期間末に比べ301百万円

減少となりました。これは、短期借入金が277百万円減少したことなどによります。 

 固定負債は467百万円となり前年同四半期会計期間末に比べ160百万円減少となりました。これは、

役員退職慰労引当金68百万円の取崩しと長期借入金60百万円返済などによります。 

 この結果、負債合計は1,121百万円となり、前年同四半期会計期間末に比べ461百万円減少になりま

した。 

（純資産） 

純資産合計は、1,578百万円となり前年同四半期会計期間末に比べ47百万円増加しました。これ

は、利益剰余金50百万円増加したことなどによります。 

  
(3) キャッシュ・フローの状況 

当第３四半期会計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、営業活動による

キャッシュ・フローで11百万円資金流入し、投資活動によるキャッシュ・フローで21百万円、財務活動

によるキャッシュ・フローで37百万円の資金流出となりました。この結果、資金は第２四半期末に比べ

て47百万円減少して292百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当第３四半期会計期間における営業活動による資金は、税引前四半期純利益16百万円、減価償却費

20百万円、売上債権の減少額125百万円などの資金流入に対して、たな卸資産の増加額121百万円、仕

入債務の減少額10百万円などの資金流出となりました。資金は、前年同四半期会計期間と比べ103百

万円の増加となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当第３四半期会計期間における投資活動による資金は、有形固定資産の取得21百万円の資金流出が

ありました。資金は、前年同四半期会計期間と比べ16百万円の減少となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当第３四半期会計期間における財務活動による資金は、借入金の返済28百万円、預り保証金の返還

７百万円などの資金流出となりました。資金は、前年同四半期会計期間と比べ37百万円の減少となり

ました。 

  
(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題  

当第３四半期会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた

課題はありません。 

  
(5) 研究開発活動 

当第３四半期会計期間における当社の研究開発費の金額は６百万円であります。 

 なお、当第３四半期会計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 
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第３ 【設備の状況】 

(1) 主要な設備の状況 

当第３四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2) 設備の新設、除却等の計画 

当第３四半期会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 
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第４ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
（注）大阪証券取引所（ＪＡＳＤＡＱ市場）は、平成22年10月12日付で同取引所ヘラクレス市場及びＮＥＯ市場とと

もに、新たに開設された同取引所ＪＡＳＤＡＱに統合されており、同日以降の上場金融商品取引所は大阪証券

取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）であります。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
  

(6) 【大株主の状況】 

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しており

ません。 

  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 8,064,000 

計 8,064,000 

種類
第３四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成22年12月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成23年２月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名

内容

普通株式 4,032,000 4,032,000 
大阪証券取引所ＪＡＳＤ
ＡＱ（スタンダード）

単元株式数は1,000株で
あります。 

計 4,032,000 4,032,000 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成22年12月31日 ― 4,032,000 ― 201,600 ― 18,121 
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(7) 【議決権の状況】 

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できないた

め、記載することができないことから、直前の基準日である平成22年９月30日の株主名簿により記載し

ております。 

① 【発行済株式】 

 
(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式920株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

 
  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
（注）最高・最低株価は、平成22年10月11日以前は大阪証券取引所（ＪＡＳＤＡＱ市場）におけるものであり、平成

22年10月12日以降は大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）であります。 

  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありませ

ん。 

  

  平成22年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式  21,000 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 3,978,000 3,978 ―

単元未満株式 普通株式  33,000 ― 一単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数 4,032,000 ― ―

総株主の議決権 ― 3,978 ―

 平成22年９月30日現在

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

（自己保有株式） 
細谷火工株式会社 

東京都あきる野市菅生
1847番地 21,000 ― 21,000 0.5 

計 ― 21,000 ― 21,000 0.5 

２ 【株価の推移】

月別
平成22年 
４月

 
５月

 
６月

  
７月

 
８月

 
９月

 
10月

 
11月

 
12月

最高(円) 395 391 367 320 350 339 322 319 285 

最低(円) 379 360 325 301 340 330 276 271 270 

３ 【役員の状況】
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第５ 【経理の状況】 

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内

閣府令第63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前第３四半期会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び前第３四半期累計期間

(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第３四半

期会計期間(平成22年10月１日から平成22年12月31日まで)及び当第３四半期累計期間(平成22年４月１日

から平成22年12月31日まで)は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期会計期間(平成21年10月１日

から平成21年12月31日まで)及び前第３四半期累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)に

係る四半期財務諸表並びに当第３四半期会計期間(平成22年10月１日から平成22年12月31日まで)及び当第

３四半期累計期間(平成22年４月１日から平成22年12月31日まで)に係る四半期財務諸表について、公認会

計士江畑幸雄及び公認会計士一井正により四半期レビューを受けております。 

  

 当社は子会社がないため、四半期連結財務諸表は作成しておりません。 

  

  

  

１．四半期財務諸表の作成方法について

２．監査証明について

３．四半期連結財務諸表について
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１【四半期財務諸表】 
(1)【四半期貸借対照表】 

（単位：千円）

当第３四半期会計期間末 
(平成22年12月31日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 292,477 319,496

受取手形及び売掛金（純額） ※１  － ※１  448,310

受取手形及び売掛金 133,758 －

商品及び製品 58,107 6,788

仕掛品 265,522 114,999

原材料及び貯蔵品 199,105 181,314

その他 35,124 69,202

流動資産合計 984,095 1,140,111

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 388,003 405,732

土地 1,023,935 1,023,935

その他（純額） 145,996 150,153

有形固定資産合計 ※２  1,557,935 ※２  1,579,822

無形固定資産 53,269 55,497

投資その他の資産 105,385 166,156

固定資産合計 1,716,591 1,801,476

資産合計 2,700,687 2,941,587

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 36,568 65,319

短期借入金 506,008 514,000

未払法人税等 715 43,295

賞与引当金 16,915 33,377

その他 93,723 123,277

流動負債合計 653,931 779,270

固定負債   

長期借入金 145,822 180,000

退職給付引当金 63,694 67,760

役員退職慰労引当金 21,048 90,944

製品保証引当金 3,163 7,463

資産除去債務 9,323 －

その他 224,717 249,367

固定負債合計 467,769 595,535

負債合計 1,121,700 1,374,805
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（単位：千円）

当第３四半期会計期間末 
(平成22年12月31日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成22年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 201,600 201,600

資本剰余金 18,121 18,121

利益剰余金 1,364,291 1,348,010

自己株式 △10,510 △10,151

株主資本合計 1,573,501 1,557,579

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 5,484 9,202

評価・換算差額等合計 5,484 9,202

純資産合計 1,578,986 1,566,781

負債純資産合計 2,700,687 2,941,587
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(2)【四半期損益計算書】 
【第３四半期累計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

売上高 984,352 826,604

売上原価 720,142 548,133

売上総利益 264,210 278,470

販売費及び一般管理費 ※１  170,297 ※１  178,847

営業利益 93,913 99,623

営業外収益   

受取利息 437 123

受取配当金 1,444 1,421

雑収入 2,033 3,322

営業外収益合計 3,914 4,866

営業外費用   

支払利息 8,889 8,172

休止固定資産関係費用 － 2,488

雑損失 10 20

営業外費用合計 8,900 10,682

経常利益 88,927 93,808

特別利益   

保険解約返戻金 － 3,163

貸倒引当金戻入額 265 385

特別利益合計 265 3,548

特別損失   

訴訟等関係費用 － 13,705

役員退職慰労金 429 －

固定資産除却損 108 475

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 7,107

退職給付会計基準変更時差異の処理額 17,998 －

特別損失合計 18,536 21,288

税引前四半期純利益 70,656 76,068

法人税、住民税及び事業税 36,356 517

法人税等調整額 △6,368 31,192

法人税等合計 29,987 31,709

四半期純利益 40,669 44,358
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【第３四半期会計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期会計期間 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期会計期間 
(自 平成22年10月１日 
 至 平成22年12月31日) 

売上高 337,747 222,471

売上原価 256,493 142,663

売上総利益 81,254 79,807

販売費及び一般管理費 ※１  56,312 ※１  58,153

営業利益 24,941 21,654

営業外収益   

受取利息 135 －

受取配当金 539 521

雑収入 489 544

営業外収益合計 1,164 1,066

営業外費用   

支払利息 3,890 2,636

休止固定資産関係費用 － 1,284

雑損失 4 0

営業外費用合計 3,895 3,920

経常利益 22,211 18,799

特別利益   

製品保証引当金戻入額 △88 －

貸倒引当金戻入額 △2 －

特別利益合計 △90 －

特別損失   

訴訟等関係費用 － 2,100

固定資産除却損 31 126

特別損失合計 31 2,226

税引前四半期純利益 22,090 16,572

法人税、住民税及び事業税 85 172

法人税等調整額 9,235 6,720

法人税等合計 9,320 6,892

四半期純利益 12,769 9,680
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第３四半期累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純利益 70,656 76,068

減価償却費 53,199 58,036

保険解約損益（△は益） － △3,763

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 7,107

貸倒引当金の増減額（△は減少） △265 △385

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 1,588 △69,895

受取利息及び受取配当金 △1,881 △1,544

支払利息 8,889 8,172

売上債権の増減額（△は増加） 100,298 314,332

たな卸資産の増減額（△は増加） △270,997 △219,632

仕入債務の増減額（△は減少） △33,449 △28,751

その他 8,056 △40,625

小計 △63,904 99,119

利息及び配当金の受取額 1,907 1,582

利息の支払額 △10,710 △8,174

法人税等の支払額 △55,011 △41,473

営業活動によるキャッシュ・フロー △127,718 51,055

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △28,054 △49,595

無形固定資産の取得による支出 △2,747 △928

投資有価証券の取得による支出 △503 △533

貸付金の回収による収入 22,056 35,779

保険積立金の解約による収入 － 32,253

その他の収入 2,000 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △7,248 16,976

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 550,000 350,000

短期借入金の返済による支出 △200,000 △350,000

長期借入れによる収入 200,000 50,000

長期借入金の返済による支出 △128,000 △92,170

リース債務の返済による支出 △1,454 △1,452

自己株式の取得による支出 △2 △358

配当金の支払額 △23,824 △27,871

その他 △23,198 △23,198

財務活動によるキャッシュ・フロー 373,519 △95,050

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 238,552 △27,018

現金及び現金同等物の期首残高 291,067 319,496

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１  529,620 ※１  292,477
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

  

 
  

【簡便な会計処理】 

  

 
  

【注記事項】 

(四半期貸借対照表関係) 

  

 
  

項目
当第３四半期累計期間 

(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)

 会計処理基準に関する事項の変更 (1) 「資産除去債務に関する会計基準」等の適用 

 第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企

業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月

31日）を適用しております。 

 これにより、当第３四半期累計期間の営業利益、経常利益はそれぞ

れ135千円減少し、税引前四半期純利益は7,243千円減少しておりま

す。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は

9,323千円であります。 

(2) 「製品保証引当金の計上基準」の変更 

 従来、製品保証引当金は製品クレーム費用等の支出に備えるため、

翌期以降保証期間内の費用見積額に基づき計上していましたが、第１

四半期会計期間より、過年度の保証実績を基礎に将来の保証見込を加

味して、翌期以降保証期間内の費用見積額を計上する方法に変更しま

した。この変更は、品質管理システムを充実したことに伴い、製品の

保証実績をより合理的に算定することが可能となったため、財務の健

全化と期間損益の適正化のために行いました。 

 この結果、従来の方法によった場合と比較して、当第３四半期累計

期間の営業利益、経常利益はそれぞれ1,928千円減少し、税引前四半

期純利益は2,020千円減少しております。 

項目
当第３四半期累計期間 

(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)

１  棚卸資産の評価方法 当第３四半期会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略

し、前事業年度末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算出

する方法によっております。 

２  固定資産の減価償却費の算定方法 

  

減価償却資産については、事業年度に係る減価償却費の額を期間按分

して算定する方法によっております。 

当第３四半期会計期間末 
(平成22年12月31日)

前事業年度末 
(平成22年３月31日)

※１ 資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額 

 
 ―千円

 

※１ 資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額 

 
385千円

 

※２ 有形固定資産減価償却累計額 

 
 1,882,170千円

 

※２ 有形固定資産減価償却累計額 

 
1,855,527千円
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(四半期損益計算書関係) 

第３四半期累計期間 

 
  

第３四半期会計期間 

  

 
  

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

(自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日) 

前第３四半期累計期間
(自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日) 

当第３四半期累計期間

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりである。 

   

  従業員給料 51,789千円

  役員報酬 29,511千円

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりである。 

   

  従業員給料 57,904千円

  役員報酬 29,893千円

(自  平成21年10月１日 
至  平成21年12月31日) 

前第３四半期会計期間
(自  平成22年10月１日 
至  平成22年12月31日) 

当第３四半期会計期間

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりである。 

従業員給料 18,589千円

役員報酬 9,251千円

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりである。 

従業員給料 18,501千円

役員報酬 10,020千円

(自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日) 

前第３四半期累計期間
(自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日) 

当第３四半期累計期間

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

   

現金及び預金 529,620千円

預入期間が３か月超の定期預金 ―千円

現金及び現金同等物 529,620千円

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金 292,477千円

預入期間が３か月超の定期預金 ―千円

現金及び現金同等物 292,477千円
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(株主資本等関係) 

当第３四半期会計期間末（平成22年12月31日）及び当第３四半期累計期間(自  平成22年４月１日  至  

平成22年12月31日) 

１  発行済株式の種類及び総数 

 
  

２  自己株式の種類及び株式数 

 
  

３  配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当事業年度の開始の日から当四半期会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生

日が当四半期会計期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

  

(資産除去債務関係) 

当第３四半期会計期間末（平成22年12月31日） 

四半期貸借対照表に計上しているもの以外の資産除去債務 

当社は、賃貸借契約に基づき東京営業所として使用する事務所について、退去時における原状回復

に係る債務を有しておりますが、当該債務に関連する賃貸資産の使用期間が明確でなく、現在のとこ

ろ移転等も予定されていないことから、資産除去債務を合理的に見積もることができません。そのた

め、当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。 

株式の種類 当第３四半期会計期間末

普通株式(千株) 4,032 

株式の種類 当第３四半期会計期間末

普通株式(千株) 21 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月24日 
定時株主総会 

普通株式 28,077 ７ 平成22年３月31日 平成22年６月25日 利益剰余金
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

(追加情報) 

 第１四半期会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成

21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第20号 平成20年３月21日）を適用しております。 

  

１ 報告セグメントの概要 

 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が

経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。 

当社は、業種別のセグメントから構成されており、「火工品事業」、「賃貸事業」の２つの報告セグメ

ントとしております。 

 「火工品事業」は、火工品の製造・販売及び火工品の評価試験を事業としております。 

 「賃貸事業」は、大型商業店舗、大型実験棟や火薬庫の施設を賃貸しております。 

  

２ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

当第３四半期累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日) 

 
  

当第３四半期会計期間(自  平成22年10月１日  至  平成22年12月31日) 

 
  

  (単位：千円)

 

報告セグメント

合計

火工品事業 賃貸事業 計

売上高 739,384 87,219 826,604 826,604 

セグメント利益 65,014 54,313 119,327 119,327 

  (単位：千円)

 

報告セグメント

合計

火工品事業 賃貸事業 計

売上高 193,417 29,053 222,471 222,471 

セグメント利益 9,163 19,015 28,178 28,178 
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３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容(差異調整に関する事項) 

当第３四半期累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日) 

 
(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。   

  

当第３四半期会計期間(自  平成22年10月１日  至  平成22年12月31日) 

 
(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。   

  

４  報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

 該当事項はありません。 

 (単位：千円)

利益 金額

報告セグメント計 119,327 

全社費用(注) △19,704

四半期損益計算書の営業利益 99,623 

 (単位：千円)

利益 金額

報告セグメント計 28,178 

全社費用(注) △6,524

四半期損益計算書の営業利益 21,654 
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(１株当たり情報) 

１  １株当たり純資産額 

  

 
  

２．１株当たり四半期純利益金額等 

  

第３四半期累計期間 

  

 
(注) 1．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在していないため、記載していませ

ん。 

2．１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎 

 
  

第３四半期会計期間 

  

 
(注) 1．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在していないため、記載していませ

ん。 

2．１株当たり四半期純利益の算定上の基礎 

  

 
  
  

当第３四半期会計期間末 
(平成22年12月31日)

前事業年度末 
(平成22年３月31日)

  

 393.76円
 

390.62円

(自  平成21年４月１日 
至  平成21年12月31日) 

前第３四半期累計期間
(自  平成22年４月１日 
至  平成22年12月31日) 

当第３四半期累計期間

 
１株当たり四半期純利益金額 10.14円

 

１株当たり四半期純利益金額 11.06円

項目 (自  平成21年４月１日 
至  平成21年12月31日) 

前第３四半期累計期間
(自  平成22年４月１日 
至  平成22年12月31日) 

当第３四半期累計期間

四半期損益計算書上の四半期純利益(千円) 40,669 44,358 

普通株式に係る四半期純利益(千円) 40,669 44,358 

普通株式の期中平均株式数(千株) 4,011 4,010 

(自  平成21年10月１日 
至  平成21年12月31日) 

前第３四半期会計期間
(自  平成22年10月１日 
至  平成22年12月31日) 

当第３四半期会計期間

１株当たり四半期純利益金額 3.18円
 

１株当たり四半期純利益金額 2.41円

項目 (自  平成21年10月１日 
至  平成21年12月31日) 

前第３四半期会計期間
(自  平成22年10月１日 
至  平成22年12月31日) 

当第３四半期会計期間

四半期損益計算書上の四半期純利益(千円) 12,769 9,680 

普通株式に係る四半期純利益(千円) 12,769 9,680 

普通株式の期中平均株式数(千株) 4,011 4,010 
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重要な訴訟事件の概要  

（1）平成22年10月18日、当社個人株主細谷理一から当社取締役等４名に対して、土地取引に関して損害

賠償を求める株主代表訴訟が提起されました。 

（2）平成22年11月19日、当社個人株主細谷理一から当社監査役３名に対して、元監査役が当社取締役等

におこした土地取引等をめぐる損害賠償請求訴訟を平成22年７月６日新監査役会が取り下げたこと

は、善管注意義務違反にあたるとして損害賠償を求める株主代表訴訟が提起されました。 

２ 【その他】
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 
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平成23年２月９日

細谷火工株式会社 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  
私たちは、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている細谷火

工株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの第60期事業年度の第３四半期会計期間(平成22

年10月１日から平成22年12月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成22年４月１日から平成22年12月31日ま

で)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロ

ー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、私たちの責任

は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。 

私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビュー

を行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥

当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われ

た。 

私たちが実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、細谷火工株式会社の平成22年12月31日現在の財政状態、

同日をもって終了する第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。 

  
追記情報 

「四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、会社は当第１四半期よ

り「資産除去債務に関する会計基準」等を適用し、又「製品保証引当金の計上基準」を変更して、四半期財

務諸表を作成している。 

  
会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以  上 

  

独立監査人の四半期レビュー報告書

江畑公認会計士事務所 

 公認会計士    江  畑  幸  雄    印 

一井公認会計士事務所 

 公認会計士    一  井     正    印 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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